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【基本姿勢】
　商工観光部は、第2次日向市総合計画・後期基本計画に掲げる「人権尊重」「市民協働」「地域力活用」の基本理念に基づき、市民や企業を尊重しながら協
働と役割分担による連携を深め、「海・山・人がつながり　笑顔で暮らせる　元気なまち」の実現を目指します。

　また、若者や女性が魅力を感じる活力にあふれたまちづくりのために、多様な人の働く場所を確保し、地域内の経済循環を促進するとともに、本市の「強
み」を生かした魅力を創出し人を呼び込むなど、地域外からの収益を獲得することで地域活力の向上を図ります。

【総合計画・基本理念】
　商工観光部は、第2次日向市総合計画・後期基本計画に掲げる「人権尊重」「市民協働」「地域力活用」の基本理念に基づき本市の目指すべき将来像であ
る「新たな挑戦で活力ある産業が育ち、元気な人が集うまち」を実現するため、企業誘致及び地場産業の振興による地域経済の活性化や雇用の創出、地域
資源の磨き上げや情報発信による交流人口の増加・賑わいの創出など、商工・観光分野での各種施策を推進します。

【総合計画・基本目標】
　総合計画に掲げる以下の基本目標の実現に向け、それぞれの施策を展開します。
（１）３．産業振興：「新たな挑戦で活力ある産業が育ち、元気な人が集うまち」

３－４　商工業の振興
①活力ある商業の振興
○ 国や県、支援機関等と連携し、商工業を担う人材の育成、確保に取り組みます。
○ 商工会議所や商工会、日向市産業支援センター等による中小企業等への経営支援や金融支援・相談体制の充実を図ります。
○ 創業や新分野への進出を促進するために、事業に必要な知識や技能を習得する研修会の開催等を支援します。
○ 事業者の振興のため、物産展の開催や新商品開発、販路拡大に向けた支援を図ります。
②高度な技術力を生かした工業の振興
○ 日向ひとものづくりセンターなどと連携し、ものづくり技術の向上や若手技術者の育成、第２次産業の雇用の確保等に取り組みます。
○ 工業の振興に貢献している優秀な技能者を顕彰し、ものづくり産業の技術や技能の継承に努めます。
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令和６年度　部局経営方針
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３－５　雇用の確保と創出
①就業の場の確保と雇用の創出
○ 関係機関と連携し、起業者の育成や継続的な支援に取り組みます。
○雇用のミスマッチを減少させるた学校や企業と連携しながら、地元企業に関する情報提供や就職準備説明会を開催し地元就職を促進します。
○雇用機会の創出を図るため、セミナーや就職説明会を開催するなど、移住（UＩＪターン）を促進し、就業人口の拡充に努めます。
○人手不足に対応するための企業が取り組む省力化や効率化に対し関係機関と連携して支援を行います。
②産業人材の育成
○ キャリア教育支援センターや学校と連携し子どもの職業観の醸成や、地元企業への理解を深めます。
○ 優秀な技能や技術を持った技術者を顕彰し技術・技能の伝承に努めます。
③労働者福祉の向上
○ 労働者が働き続けられる環境をつくるために、企業の福利厚生や雇用環境の整備を支援します。
○ 労働環境の向上を目指し、知識の普及や啓発活動を推進します。

3－6　企業誘致と次世代産業の育成
①企業誘致の推進
○ 企業が必要とする人材を供給していくために、都市部からのＵＩＪターンを促進するとともに、質の高い人材を育成します。
○ 企業ニーズに対応した支援策を通じ、多様な企業の誘致を進めるほか、誘致のための新たな工業用地の確保に努めます。
○ ワーケーションを通じた関係人口の創出を通して、情報関連産業を中心とした事務系企業の誘致に取り組みます。
②新たな産業の育成支援
○ 延岡市・門川町と連携し、医療・ヘルスケア関連産業等の誘致や地場企業の成長産業への参入支援等に取り組みます。

令和６年度　部局経営方針

部局名 商工観光部 部局長名 長友　正博 令和6年7月1日 現在
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３－７　地域を活性化する観光の振興
① 受入体制の整備とおもてなしの充実
○ 国内観光需要の高まりに合わせた日向ファン拡大推進事業の継続や、既存地域資源を活用した体験型観光コンテンツの造成及びモニタリング等に取り
組みます。
○ 誰もが安全に安心して楽しめる観光地づくりや、さらなる魅力の創出に努めるほか、施設の長寿命化対策の促進や適切な維持管理に努めます。
○日向市ゼロカーボンシティ宣言の取り組みの一つとして、国道327号と446号の交通結節点に位置する道の駅｢とうごう｣に、電気自動車充電設備の整備を
行い、脱炭素社会の実現を推進します。
○ 近隣自治体や観光関連事業者等と連携し、サイクルツーリズム等の新たなコンテンツ造成に取り組みます。
○ 時代の潮流に合わせた、持続可能な観光の推進に資するべく「日本版持続可能な観光ガイドライン」に取り組みます。
② 観光消費拡大の仕掛けづくり
○ 滞在時間の延長・宿泊者数の増加が見込まれる新たな観光コンテンツを試験販売することで、観光消費額や域内消費の拡大に取り組みます。
○ 旅行者に対する消費機会の拡大や旅行者の消費単価の向上を目指し、観光DX（デジタルトランスフォーメーション）に取り組みます。
○ 観光施設の機能を強化し、さらなる観光誘客や収益の向上に取り組みます。
○ そこでしか楽しめない“食”の体験や、特産品等を活用したお土産品などを、多様なメディアを活用し国内外へ向けて広くＰＲします。
③ 効果的な情報発信とプロモーション
○ 本市の認知度向上と来訪のきっかけづくりを図るため、本市とゆかりのある著名人などの活用や国内外に向けた差別化したプロモーションなど、効果的・
継続的に発信する取り組みを進めます。
○ 本格的なインバウンド需要の回復に向け、インバウンド誘客を行う目的とターゲットを明確にした積極的なプロモーションを展開します。
④ 観光産業を担う組織や人材育成・強化
○ 体験型観光コンテンツ提供事業者等と連携し、新たな体験メニューを提供する受入体制や販売方法の確立に取り組みます。
○ 本市地域経済の活性に大きな力となる日向三大祭や、各種観光イベント等の開催を支援し、国内外に向け情報発信を図ります。

令和６年度　部局経営方針

部局名 商工観光部 部局長名 長友　正博 令和6年7月1日 現在
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⑤ 地域資源を活用したスポーツ交流の拡大
○ 「ヒュー！日向」ホームページをはじめとした様々な情報発信ツールを活用し、「リラックス・サーフタウン日向」の更なる認知度向上を図ります。
○ ビーチスポーツイベントの開催やビーチテニス大会の開催支援及び市内児童・生徒のサーフィン教室の開催支援を行い、豊かなビーチ環境を生かしたに
ぎわいのある海岸づくりに取り組みます。
○ お倉ヶ浜海水浴場や金ヶ浜海水浴場などの優れたサーフィン環境を活用し、国内外の大会誘致及び支援に取り組みます。
○ お倉ヶ浜海水浴場駐車場の有料化に向けた取り組みを推進していきます。
○ プロ野球を中心としたスポーツキャンプの誘致・受け入れ等に取り組み、「スポーツタウン日向」の更なる推進を図ります。
○ スポーツキャンプ等を実施する団体が安全かつ快適に練習が実施できるような環境づくりに取り組みます。

（２）５．社会基盤：「快適で魅力ある機能的な住みやすいまち」
５－５　港湾機能の充実と活用
①港湾の整備
○ 「細島港港湾計画」の着実な実行に向けて、関係者や地元と連携し、国や県に働きかけます。
○ ブルーカーボンなどの自然保全活動やみなとオアシスでのイベント等を通じ、賑わいと活気が生まれる港を目指します。
②物流体制とポートセールスの強化
○ 県外へ流出している貨物や他県からの貨物を細島港に定着させるため、物流体制とポートセールの強化、貨物集荷に対する支援等を推進します。

【行財政改革大綱に基づく行動計画】
○第三セクターの経営健全化
　（株）日向サンパーク温泉による経営継続断念により休館中である「温泉館」の施設譲渡による民設民営の再開を目指し、県や関係課と協議を行い再公募
に向けて検討を進めていきます。また、改修を行ったログハウスやコテージを利用し誘客の増加に努め、経営の健全化を図ります。
　（株）東郷町ふるさと公社が指定管理を行う「牧水公園ふるさとの家」他施設について、老朽化した施設の改修を行うと共に、食事処の「牧水庵」を民間に貸
し出して稼働させることで、牧水公園の利用者の増加につなげ、今後の公社のあり方を含め、経営の健全化を図ります。

令和６年度　部局経営方針

部局名 商工観光部 部局長名 長友　正博 令和6年7月1日 現在
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【商工観光部】

指標の説明 目標値 単位 実績値 達成状況
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3　女性の再就職に向けた支援
を行います。

商

工

港

湾

課

日向市
地域雇
用創造
協議会
に要する
経費

市内女性の結婚・出産期にあた
る世代の就業率が低いことか
ら、育児等が落ち着き再就職を
目指す女性の就職活動に対す
る支援が必要です。

出産や子育て等で離職した方に
向けて、再就職に繋がるセミ
ナーを開催します。また、就職
説明会を開催し、再就職に向け
た取組を支援します。

国が募集する地域雇用
活性化推進事業に応募
し、採択に向けて取り組
みます。

国の採択が獲得できた
場合は、日向市地域雇
用創造協議会を再開
し、求職者に対する就
職説明会や研修会を開
催します。

就職説明会
及びセミナー
への女性参
加者数

40 人 39 Ａ

就職説明会（2回）、求職
者向けセミナー（2回）の
開催を支援しました。
参加者92名のうち、女性
参加者の割合は42％で
した。

人手不足が続く中、参加者
が減少傾向にあり、求職者
への情報提供が課題となっ
ています。

積極的な情報発信を図るため、ハロー
ワーク等を活用するほか、LINEやインス
タグラム等のデジタルツールを活用した
対象者への効果的な周知を図っていき
ます。

2
1　国内主要都市での企業立地
セミナーを開催します。

商

工

港

湾

課

企業誘
致推進
事業

首都圏等で開催される企業立
地セミナーに参加し、企業誘致
や販路拡大支援等に取り組ん
でいます。工業用地不足により
製造業等へ効果的なPRが難し
い状況が続いています。

都市圏での展示会等を効果的
に活用し、工業用地を必要とし
ない事務系企業等の誘致に取
り組みます。

東京都で開催される企
業立地フェアに、県や他
の市町村とともに出展
し、本市のPRを行いま
す。

関東で開催予定の
Japan IT week等に出展
し、本市のPRを行いま
す。

企業立地セミ
ナーへの参
加回数

3 回 3 Ａ

東京や千葉で開催され
た企業立地セミナー等に
参加し、本市のＰＲを行
いました。

市内の工業用地等が不足し
ているため、大規模な土地
を必要とする製造業等の誘
致が難しい状況です。

新たな工業用地の確保に取り組むととも
に、大規模な土地を必要としない他業種
企業の誘致を推進します。

3
2　県外企業などの本社機能移
転や地元企業の本社機能拡充
などを促進します。

商

工

港

湾

課

企業誘
致推進
事業

本社機能移転を提案できる企業
が少ないため、地元企業の拡充
等を重点的に支援している状況
です。

地元企業の本社機能の拡充に
取り組むとともに、地方への移
転を検討する企業等の掘り起こ
しの手法についても研究を進め
ます。

企業訪問等
の企業への
接触

100 社 162 Ａ

本社機能の拡充を検討
する地元企業へのヒアリ
ングを行うとともに、県外
企業の情報収集に努め
ました。

本社機能移転を検討する県
外企業に関する情報の把握
が難しく、収集方法が課題
です。

引き続き、県外企業への接触に努め、情
報収集を図るとともに、地元企業の支援
にも取り組みます。

4

3　細島４区工業団地の市有地
について、企業立地や地場企業
の事業拡大に向けた情報発信
に取り組みます。

商

工

港

湾

課

企業誘
致推進
事業

細島工業団地内の遊休地がほ
ど無く、対応が民有地へのマッ
チング相談のみとなっていま
す。

企業訪問や企業立地セミナーへ
の参加等により企業ニーズを把
握します。

令和６年度は３社の立地
企業を認定しました。
また、民有地の利活用
について所有企業と意
見交換を行いました。

工業用地が不足しており、
情報発信が難しい状況で
す。

引き続き、工業用地として調整可能な民
有地の情報収集に努めるとともに、新た
な工業用地の確保に取り組みます。

5
4　ＩＴ事業者などを対象に、空き
店舗・空き家を活用した企業誘
致に取り組みます。

商

工

港

湾

課

企業誘
致推進
事業

県北地域にIT人材育成機関が
設立された一方で、ＩＴ関連企業
を誘致するために適した物件が
少ない状況です。

6
5　ＩＴ関連技術者の育成及び県
外からのＩＴ関連従事者の移住
（ＵＩＪターン）を促進します。

商

工

港

湾

課

企業誘
致推進
事業

IT事業者の企業誘致について
は、近年、在宅勤務のみの形態
を取る企業も多いことから、誘致
施策についても議論する必要が
あります。

「IT関連企業リサーチ業務」を継続して取
り組み、本市のPRを図るとともに、関連
事業者との連携を図りながら、IT関連企
業の誘致活動や物件情報の収集等に取
り組みます。

企業立地セミ
ナーへの参
加回数

3 回 3 Ａ 「IT関連企業リサーチ業
務」に取り組み、本市の
PRを行うとともに、企業
ニーズや課題の把握に
努めました。
また、市内IT関連企業や
人材育成機関、不動産
会社、建築事業者等とIT
企業誘致に向けた意見
交換を行いました。

事業内容と成果 事業を進める上での課題R6 予算
事業名

R6現状と課題 R6取組内容 R6上半期 R6下半期

IT人材育成機関を通じた人
材の供給が進む一方で、ＩＴ
関連企業が進出可能な市内
テナント物件が少ないことが
課題です。

課題を踏まえた今後の方針・方向性
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新規企業の立地
及び既存企業の
増設等の件数（累
計）

【R6】20件

番
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戦略
重点プ
ロジェ
クト

具体的
な施策

代表的な指標
（KPI）

施策の内容
所
管
課

【通年】
企業訪問やヒアリング等を通じ、企業の事業拡大
を支援します。また、工業用地として調整可能な
民有地の情報収集に努めるとともに、令和5年度
に実施した開発可能性調査に基づく新たな工業
用地の掘り起こしを進めます。

引き続き、「誘致対象企業リ
サーチ業務」に取り組み、ＩＴ事
業者の企業ニーズの把握に努
めるとともに、地元事業者と連
携した効果的な誘致施策の研
究を行います。

【通年】
リサーチ業務の中での専門的知見からの日向市
の課題や優位性の抽出
不動産、建築事業者等との意見交換
人材育成機関との連携による誘致の取り組み
UIJターン者の確保に向けた移住説明会等への
参加

令和6年度　成果指標

 【通年】
地元企業の本社機能の拡充に向けた企業から
のヒアリングを積極的に進めるとともに、地方へ
の移転を検討する企業の情報収集に努めます。



様式１－２　総合計画に基づく重点戦略と重点プロジェクト
【商工観光部】

指標の説明 目標値 単位 実績値 達成状況

事業内容と成果 事業を進める上での課題R6 予算
事業名

R6現状と課題 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 課題を踏まえた今後の方針・方向性
番
号

戦略
重点プ
ロジェ
クト

具体的
な施策

代表的な指標
（KPI）

施策の内容
所
管
課

令和6年度　成果指標
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強
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産

業

の

拡

大

新規企業の立地
及び既存企業の
増設等の件数（累
計）

【R6】20件

2　電池産業に対する事業拡大
を支援します。

商

工

港

湾

課

企業誘
致推進
事業

国際情勢の影響を受けやすい
自動車関連産業である電池産
業の動向は、引き続き、注視す
る必要があります。一方で、国
内での防災意識の高まりに伴
い、乾電池などの製品について
は、好調な動きを見せていま
す。

将来的な事業の拡張に向け、継
続して企業との意見交換を行い
ます。

企業訪問等
の企業への
接触

100 社 162 Ａ

電池関連企業との事業
拡大に向けた意見交換
を行いました。
また、１社の立地認定を
行いました。

製造ライン増設に必要な用
地や人材の確保が今後の
課題となる可能性がありま
す。

対象企業との積極的な意見交換を継続
するとともに、将来見込まれる課題の把
握に努めます。

8 -

1　「日向市産業支援センター」
を運営し、中小企業の抱える
様々な悩みや相談・課題解決策
の提案を行います。

商

工

港

湾

課

ひむか-
Biz運営
事業

市内商工業者数が減少する中、
商工業者の経営安定、新規起
業、事業承継等の推進を図るた
め、コーディネーターを配置し積
極的に相談・支援業務を行う必
要があります。

「日向市産業支援センター」を運
営し、専任コーディネーターによ
る、きめ細やかな伴走型の支援
により、販路拡大や新たな分野
への進出、若者や女性の起業
を後押しします。　また、同セン
ターの支援内容及び成果等を
広く周知・啓発し、市内企業等
の利用促進を図ります。

相談件数 480 件 335 Ｂ

「日向市産業支援セン
ター　ひむかーBiz」を運
営し、専任コーディネー
ターによる伴走型の経営
相談やセミナー等を行い
ました。

新規創業に対する相談以外
の売上げアップなどに対す
る相談件数が伸び悩んでい
ます。

令和６年度で事業を廃止し、市内中小企
業の課題解決に向けた新たな人材育成
事業等に取り組みます。

9 -

2　事業計画、商品開発、資金
調達、販路開拓に至る支援や起
業に関する相談・支援を行いま
す。

商

工

港

湾

課

中小企
業等支
援事業

市内商工業者数が減少する中、
販路拡大や新分野への進出、
新規起業、事業承継を後押しす
るため、相談・支援業務を強化
する必要があります。

日向地区中小企業支援機構、
日向市産業支援センター、日向
商工会議所、東郷町商工会、日
本政策金融公庫等関係機関と
の連携を強化し、商工業者及び
起業希望者等の支援を行いま
す。　全国BizネットワークやITア
ドバイザーを活用し、デジタル化
の推進等幅広い事業者の悩み
に対応できるよう支援体制を強
化します。

市内で起業
した件数

10 件 21 Ａ

関係機関との連携会議
を毎月開催し、創業及び
事業承継に関する情報
共有・連携強化を図りま
した。

新規起業に対する相談が減
少傾向にあるため、各関係
機関と連携した相談体制を
強化し、新規起業者の掘り
起こしが必要となっていま
す。

関係機関との連携により、商工業者及び
起業を希望する方に対して、引き続き支
援を行っていきます。

10
1　人材育成セミナーや雇用拡
大セミナーなどを実施します。

商

工

港

湾

課

日向市
地域雇
用創造
協議会
に要する
経費

就業率が低下する中、雇用の確
保・創出を図るため、人材育成
セミナーや雇用拡大セミナー等
を積極的に行う日向市地域雇
用創造協議会の運営を支援す
る必要があります。

日向地域雇用創造協議会が行
う事業者及び求職者を対象とし
たセミナー及び就職説明会、ＵＩ
Ｊターン希望者を対象とした相
談会等の開催を支援します。

国が募集する地域雇用
活性化推進事業に応募
し、採択に向けて取り組
みます。

日向地域雇用創造協議
会を開催
日向地域雇用創造協議
会の運営支援

日向市地域
雇用創造協
議会が主催
したセミナー
の参加者数

56 人 75 Ａ

市内の雇用創出に取り
組む日向地域雇用創造
協議会の活動を支援し
ました。

人手不足が続く中、参加者
が減少傾向にあり、求職者
への情報提供が課題となっ
ています。

新規に開設したセミナーの周知を図るな
ど、情報発信に努めます。

11
3　地域ナレッジ情報サイトを活
用した求人など総合的な情報発
信を行います。

商

工

港

湾

課

就業支
援に要す
る経費

就業率が低下する中、就業機会
の拡大や移住・定住の促進を図
るため、就職に関する総合的な
情報提供を行う必要がありま
す。

就職情報サイト「ひゅうがJOBナ
ビ」を運営し、就職・転職を促進
する様々な情報を求職者やUIJ
ターン希望者に提供します。　ま
た、魅力発信動画を活用し、若
者や女性の地元就職を促進し
ます。

「ひゅうが
JOBナビ」の
企業情報掲
載数

80 社 80 Ａ

「ひゅうがJOBナビ」への
登録企業数を増加する
ことができました。
市のホームページや移
住サイトにリンクを貼る
等連携を図りました。

今後も登録企業数を増加さ
せ、企業、求職者が求める
情報をいち早く届けられるよ
う周知する。

引き続き、関係機関のホームページ等に
リンクを貼るなど、多くの方にサイトを活
用していただけるよう、周知に努めます。
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新規企業の立地
及び既存企業の
増設等に伴う新規
雇用者数（累計）

【R6】200人

【通年】・定例報告会等連携会議の開催・専任の
コーディネーターが行う事業者や起業希望者等
への経営相談等を関係団体や金融機関と連携
し、支援していきます。・メディアへの情報提供を
積極的に行うとともに、市報やＳＮＳ等を活用し、
市民及び事業者に対し、同センターの成果等を
広く周知していきます。

【通年】
定例的に創業支援・事業承継連携会議を開催し
ます。
ITアドバイザー、その他支援機関と連携した相談
会を開催します。

【通年】
「ひゅうがJOBナビ」に最新の求人情報、企業情
報、インターンシップ情報、各種セミナーの案内
情報等を掲載します。
企業のPR動画を掲載し、就職説明会やUIJターン
相談会等で活用します。

【通年】
対象企業へのヒアリング等を通じ、地場企業の事
業拡大を支援します。



様式１－２　総合計画に基づく重点戦略と重点プロジェクト
【商工観光部】

指標の説明 目標値 単位 実績値 達成状況

事業内容と成果 事業を進める上での課題R6 予算
事業名
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【R6】200人

4　高校生・大学生、都市部の地
元出身者などを対象とした就職
説明会を開催します。

商

工

港

湾

課

就業支
援に要す
る経費

地元高校生の市内就職率が低
い等若者の人口流出が危惧さ
れる中、次世代を担う人材の育
成・確保に努める必要がありま
す。

若者の流出を抑制するため、高
校生を対象とした就職準備セミ
ナー等を開催します。
管内高校や関係団体等が連携
して実施する日向エリア内高校
企業説明会の開催を支援しま
す。
管内の高校と連携し、市内企
業、ハローワーク日向、関係機
関等の連携会議を開催します。

日向入郷管内の高校生
を対象とした、高校生に
対する企業説明会の開
催を支援の準備を行い
ます。

地元企業を講師とした
高校生就職準備セミ
ナーを開催します。

高校生就職
準備セミナー
の回数

1 回 2 Ａ

管内４つの高校に、１・２
年生を対象とした「企業
説明会」と日向高校への
就職準備セミナーを開催
しました。

若者の流出を抑制するた
め、高校生等に市内企業に
ついて知ってもらう機会を設
ける必要があります。

管内高校、県内大学との連携を強化し、
就職関連セミナーや企業説明会等を継
続して開催します。

13 -

1　ワーク・ライフ・バランスにつ
いて理解促進を図るために、商
工会議所など関係機関と連携
し、周知拡大に取り組みます。

商

工

港

湾

課

商工業
振興事
業

雇用の確保・創出を図るため、
誰もが活躍できる仕事づくりを
目指し、ワークライフ・バランス
の推進等働く環境の整備・充実
に努める必要があります。

労働者が長く働き続けられる環
境づくりを目指し、退職金共済
等の加入を促進する等、企業の
労働環境の改善を支援します。

商工会議所等と連携
し、企業等を対象に退
職金共済制度の説明、
市報や会報を活用した
周知・啓発を行い、加入
促進を図ります。

従業員の退職金共済制
度への新規加入を行っ
た企業に対し補助金を
交付します。

退職金共済
制度の新規
加入者数

200 人 240 Ａ

退職金共済等の加入を
促進するため、中小企業
退職金共済加入促進事
業補助金を交付し、企業
の労働環境の改善を支
援しました。

特になし
引き続き商工会議所等と連携し、退職共
済制度の周知徹底を図ります。

14 -

2　ワーク・ライフ・バランスなど
に取り組む優良企業を認定し、
社員が生き生きと働くことができ
る環境づくりを促進します。

商

工

港

湾

課

商工業
振興事
業

雇用の確保・創出を図るため、
企業が行うワーク・ライフ・バラ
ンスの取組みを推進し、多様な
人材が活躍できる社会づくりを
目指します。

「社員が輝く！先進企業」の認
定制度の周知を図り、社員が生
き生きと働くことができる環境づ
くりに取り組みます。

商工会議所等と連携
し、「社員が輝く！先進
企業」の認定制度の周
知を図ります。

「社員が輝く！先進企
業」の認定式を開催しま
す。
広報ひゅうが等を活用
し、認定企業の取り組
みを周知します。

「社員が輝
く！先進企
業」の認定件
数

1 社 1 Ａ

ワーク・ライフ・バランス
等に取り組む優良企業
（１社）を「社員が輝く！
先進企業」に認定しまし
た。

ワーク・ライフ・バランス等に
取り組む必要性等について
の周知を図る必要がありま
す。

認定制度や認定企業の活動等をホーム
ページ等で周知を図り、認定企業数を増
やしていきます。

15
1　ポートセールスや貨物集荷奨
励事業、荷役効率の向上などに
より競争力の強化を図ります。

商

工

港

湾

課

物流等
対策事
業

他港との競争力で劣ることの無
い補助内容の在り方を検討する
必要があります。

県と連携したポートセールス活
動を積極的に行うことで、新規
貨物の集荷に繋げます。

貨物集荷奨励補助金の
周知、交付

関東・関西圏での県港
湾セミナーへの参加
貨物集荷奨励補助金の
交付
船舶給水料金負担金の
支出

港湾利用者
への接触

50 社 79 Ａ

集荷の伸び悩みの影響もあ
り、台湾航路が休止となるな
ど、厳しい状況が続いてい
ます。奨励措置の在り方と
併せて、効果的なポートセー
ルス等の在り方について検
討する必要があります。

引き続き、県や関係機関と連携してポー
トセールス活動を行うとともに、奨励措置
の充実を図り、貨物量の増加につなげま
す。

16
2　ＲＯＲＯ船の貨物集荷、増便
を促進します。

商

工

港

湾

課

物流等
対策事
業

ＲＯＲＯ船の関東航路休止な
ど、ネガティブなニュースが多い
状況です。ポートセールスを通じ
た市内外企業のＲＯＲＯ船への
集荷に向け、引き続き、支援等
が必要となります。

他港との連携により、定期航路
の維持や新規航路の実現を目
指します。
また、2024年問題対策として、
物流の効率化やモーダルシフト
を推進します。

貨物集荷奨励補助金の
周知

関東・関西圏でのセミ
ナー等への参加
貨物集荷奨励補助金の
周知

港湾利用者
への接触

50 社 79 Ａ

集荷の伸び悩みの影響もあ
り、関東航路が休止となるな
ど、厳しい状況が続いてい
ます。

県外へ流出している貨物や他県貨物の
「集貨」や農林水産品等貨物の「創貨」に
取り組み、定期航路の維持や新規航路
の実現に向けた取り組みを検討します。

17 -
3　細島臨海工業団地に隣接し
た岸壁の整備を促進します。

商

工

港

湾

課

重要港
湾等整
備事業

ＲＯＲＯ岸壁や18号岸壁の新規
事業化に向けては、関係者との
調整に充分な協議と説明が必
要となります。

関係機関や地元と連携し、国・
県に積極的な要望活動を行い
ます。

関係機関や地元等と連
携し、国、県に対して令
和７年度予算の要望活
動に取り組みます。

更なる岸壁整備の事業
化や整備中岸壁の早期
完成に向け、更なる要
望活動を行います。

国・県への要
望回数

3 回 4 Ａ

海運企業などの関係機
関等と連携し、国・県へ
細島港整備に向けた要
望活動を行いました。

新規事業化を目指す岸壁整
備については、貨物取扱量
の増加が重要となるため、さ
らなる「集貨」・「創貨」が必
要となります。

引き続き、国県と実施する港湾４者会議
等を通じて整備方針を関係者と議論しな
がら、各種岸壁整備の事業化に向けて
取り組みます。

18 -
4　「みなとオアシスほそしま」を
中心とした港湾のにぎわい創出
に取り組みます。

商

工

港

湾

課

みなとオ
アシス推
進事業

みなとオアシスほそしま 等への
賑わいを創出できる効果的な事
業を企画・実施していく必要が
あります。

みなとオアシスほそしま協議会
を中心に、関係機関と連携し
て、賑わいを創出します。また、
情報収集や効果的な活動の参
考とするため、他のみなとオア
シスとの情報交換等を行いま
す。

事業計画の策定
賑わい創出事業の実施
全国組織総会への出席

賑わい創出事業の実施
九州ブロック協議会へ
の出席

みなとオアシ
スほそしま協
議会会議等
への出席回
数

5 回 5 Ａ

「日豊海岸岩ガキまつ
り」や「細島みなと祭り」
等のイベントを行ったほ
か、全国・九州での総会
に参加し、全国のみなと
オアシスと情報交換を行
いました。

コロナ収束を受けて活動が
活性化する一方で、イベント
施設の充実等が必要にとな
ります。

「みなとオアシスほそしま」の広報活動に
努めるとともに、イベント等を通じたみな
との賑わい創出に努めます。

２

　

活

力

を

生

み

出

す

に

ぎ

わ

い

づ

く

り

関西・関東で開催された
宮崎県港湾セミナーへ
の参加とともに、市長に
よるトップセールスを実
施しました。
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ワ
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バ

ラ

ン

ス
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推

進

２

　

強
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活
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し

た
「

 

稼

げ

る

 

」
産

業

振

興

 

プ

ロ

ジ

ェ
ク

ト

１

　

細

島

港

の

機

能

強

化

と

物

流

の

促

進

コンテナ貨物取扱
量（空コンテナを
除く。）（年間）

【R1】21,411TEU
　↓
【R6】23,000TEU



様式１－２　総合計画に基づく重点戦略と重点プロジェクト
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19 -

1　東九州メディカルバレー構想
に基づき、地元企業の医療機器
産業への新規参入を支援しま
す。

商

工

港

湾

課

企業誘
致推進
事業

医療関連ビジネスは、製品開発
や品質管理などにおいて新規
参入のハードルが高く、難しい
面があります。

東九州メディカルバレー構想に
基づき、県や他市町村と連携し
て、医療関連ビジネスへの参入
を目指す地場企業への継続的
な支援に取り組んでいきます。

宮崎県北部メディカル
産業振興協議会の事業
計画の承認
県補助金の活用に向け
た地元企業への意向調
査

県補助金活用の地元企
業へのフォローアップ

企業訪問等
の企業への
接触

100 社 162 Ａ

新規参入に向け、協議
会主催の各種勉強会に
参加するとともに、企業
訪問等を行いました。

業界自体の新規参入の
ハードルが高く、市内企業
の参入の障壁となっていま
す。

引き続き、県や協議会と連携して、市内
事業者へ新規参入を促進します。

20 -
3　再生可能エネルギー関連企
業の立地に向けた研究開発や
事業に対する支援を行います。

商

工

港

湾

課

企業誘
致推進
事業

マグネシウム循環社会構想推
進協議会は、意見交換のみで
進展があまり見られませんが、
関連企業との接触機会としては
貴重なものとなっています。

マグネシウム循環社会構想推
進協議会に参加し、情報収集や
意見交換を行います。また、再
生可能エネルギー関連企業の
立地に向けた支援や各種調整
を行っていきます。

再生可能エ
ネルギー関
連会議等へ
の参加回数

1 回 2 Ａ

マグネシウム循環社会
構想推進協議会を通じ
て、情報収集を行いまし
た。

取り組み自体の難易度が高
く、効果が得られるまで相当
な時間を要すると思われま
す。

マグネシウム循環社会構想推進協議会
を、関連企業との接触機会と捉えた場
合、非常に貴重なものとなっているた
め、引き続き、意見交換を重ねていきま
す。

21 -

1　食の魅力や特色あるお土産
品など、様々なメディアを活用
し、国内外へ向けた情報発信に
取り組みます。

観

光

交

流

課

観光客
誘致
推進事
業

観光情報とともに特産品や食の
魅力についても、SNSや観光情
報誌などを活用し、広く情報発
信する必要があります。

旅行先選定の大きな要素となる
その土地ならではのグルメやお
土産品などを、観光情報ととも
に広く情報発信し、市外からの
誘客につなげていきます。

SNSやメディアを活用し
た情報発信
特産品やお土産品等の
魅力発信

SNSやメディアを活用し
た情報発信
特産品やお土産品等の
魅力発信

- - - - -

観光情報発信用の「X」
を作成するなど、SNSや
多様なメディア等を活用
し、情報発信を図りまし
た。
また、日向坂46関連イベ
ントでは、ファンをはじめ
多くの方に本市をPRす
る機会となりました。

観光関連事業者との連携を
深め、観光客層に応じた
SNSの活用、著名人やイン
フルエンサー等による情報
発信、観光資源と食の組み
合わせなど、効果的な情報
発信を行う必要があります。

SNSや影響力の強いインフルエンサー等
の活用のほか、観光資源、食、歴史文化
など本市の魅力を効果的にプロモーショ
ンし、関係人口及び交流人口の拡大を
図ります。

22 -
2　市外の観光イベントなどへ参
加し、販売促進に取り組みま
す。

観

光

交

流

課

観光客
誘致
推進事
業

全国的に観光需要が回復に向
かっているものの、観光需要の
多くが大都市に集中していま
す。県内外で開催される観光物
産展等での観光PRをより積極
的に展開することで地方誘客を
図る必要があります。

九州管内、全国、また海外に向
け、ターゲットを捉えたプロモー
ションを展開していきます。

県内外へのイベント等
への参加

県内外へのイベント等
への参加

県内外イベ
ント等参加件
数

6 回 7 Ａ

ひなたフェス2024をはじ
め、神武東征でつながり
のある熊野市での物産
展など、様々なイベント
等で特産品等のPRを行
いました。

県内外の様々なイベント等
に参加し、本市の魅力を直
に発信することで、地方誘客
につなげる必要があります。

県内外で開催される観光物産展等での
観光PRに加え、インバウンド誘客に向け
た施策を展開することで、国内外誘客に
よる観光産業の活性化を図ります。

23

1　差別化された観光プロモー
ションや「新しい生活様式」に対
応した観光コンテンツの造成に
取り組みます。

観

光

交

流

課

観光客
誘致
推進事
業

全国的に観光需要が回復傾向
のなか、大都市に集中している
観光需要を、より地方に誘客す
るため、地域資源を活用した魅
力ある観光プロモーション事業
の展開が必要です。

国内旅行やインバウンド需要が
増加する中で、観光誘客のため
の事業を積極的に展開していき
ます。

日向ファン拡大推進事
業の推進
観光コンテンツ造成支
援

日向ファン拡大推進事
業の推進
観光コンテンツ商品化
支援
SNS等を活用した情報
発信

ヒュー！マッチング短歌
の実施や体験コンテンツ
の360°VR動画の制
作、ひなたフェス2024に
関連したロケ誘致などに
より市の魅力発信及び
観光誘客に取り組みまし
た。

観光プロモーションによる観
光誘客とともに、観光消費を
拡大するために、宿泊を伴う
観光メニューやコンテンツの
造成販売が必要です。

観光資源と体験コンテンツを合わせた魅
力ある観光商品としてのブランディング
や朝・夜型の観光コンテンツ造成に取り
組みます。

24

2　既存観光資源や５つの観光
拠点（伊勢ヶ浜門前まち、細島
地区、美々津地区、東郷地区、
中心市街地）を生かした周遊型
観光を推進します。

観

光

交

流

課

観光客
誘致
推進事
業

コロナ禍後の観光需要の回復
に向け、地方誘客のための積極
的な観光プロモーション事業を
展開するとともに、地域資源を
活用した持続可能な観光地域
づくりとして、新たな観光戦略を
策定する必要があります。

「ポストコロナ観光戦略」の重点
施策、　1.観光消費額拡大に向
けた新たな滞在型観光コンテン
ツの開発、　2.観光客の誘致に
向けた効果的な情報発信、　3.
「日本版持続可能な観光ガイド
ライン(JSTS-D)に取り組むとと
もに、　新たな観光戦略の策定
を進めます。

体験型観光コンテンツ
商品化に向けた検討
観光DX等の推進
JSTS-Dの推進
観光戦略の策定作業

滞在型観光コンテンツ
の試験販売
観光DX等の推進
JSTS-Dの推進
観光戦略の策定

体験型観光コンテンツの
造成及び販売検討、Web
予約の充実を図るほか、
民間事業者等による観
光戦略策定委員会を設
置し、「ポストコロナ観光
戦略」に変わる「日向市
観光戦略」の策定に取り
組みました。

策定した日向市観光戦略に
基づき、関係事業者と連携
した観光地域づくりに取り組
む必要があります。

地域や関係事業者と連携し、市の魅力
ある観光資源の情報発信及び活用を促
進し、持続可能な観光地域づくりに取り
組みます。

25

２

　

広

域

観

光

圏

に

よ

る

観

光

ル
ー

ト

の

磨

き

上

げ

と

観

光

交

流

の

拠

点

づ

く

り

観光入込客数（年
間）

【R1】1,486,000人
　↓
【R6】1,532,000人

1　インフラツーリズムやサイク
ルツーリズムなど、県や近隣市
町村と連携し、効果的な広域観
光事業に取り組みます。

観

光

交

流

課

広域観
光ルート
推進事
業

日向・東臼杵圏域の周遊観光を
推進するため、観光資源の磨き
上げ、更なる連携強化及び受入
体制の強化が必要です。

圏域観光資源の積極的なプロ
モーション展開を図るとともに、
多様化する観光需要への対応、
持続可能な観光地域づくりを推
進するため、観光地域づくり法
人（DMO）の形成など、圏域内
連携強化を図ります。

圏域内観光の推進
観光情報紙の活用
DMOの検討
SNS等を活用した情報
発信

メディアを活用した情報
発信
DMOの体制検討
SNS等を活用した情報
発信

観光入込客
数（年間）

1,532,000 人

日向・東臼杵圏域の広
域観光を促すため、県補
助金を活用した情報発
信及びインスタグラム
キャンペーンに取り組み
ました。
　また、サイクルロゲイニ
ングの開催、今後の地
域観光を担うDMO形成
に向けた研修会を実施
しました。

観光需要が増加する中で、
誘客に向けた積極的な情報
発信や広域周遊につながる
観光資源の磨き上げ、地域
観光のけん引役となる観光
地域づくり法人（DMO）の形
成による事業展開が必要で
す。

日向・東臼杵圏域の観光資源の更なる
発掘及び磨き上げによる広域周遊の魅
力向上及び地域連携DMOの形成に取り
組みます。
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い

づ
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り

観光入込客
数
（年間）

1,532,000

３
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１

　

地
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光

交

流

の

推

進

観光入込客数（年
間）

【R1】1,486,000人
　↓
【R6】1,532,000人

人

1,218,459 Ｂ

２
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７

　

観

光

４

駅

の
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化

【通年】
Ｍｇ循環社会構想推進協議会を通じた情報収集
及び細島工業団地内の民有地等への企業誘致
のマッチングに取り組みます。
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【商工観光部】
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26

1　サーフィンを核とした観光プロ
モーションを展開し、国内有数
のサーフスポットとしての認知度
向上に取り組みます。

観

光

交

流

課

サーフタ
ウン日向
推進事
業

ヒュー日向のホームページをは
じめ、インスタグラムやフェイス
ブックを活用し、サーフタウンに
関する情報を発信しています
が、より多くの方 がに情報を見
てもらう内容等を検討していくこ
とが必要です。

ヒュー日向ホームページの運営
をはじめ、PR動画の継続配信や
リアルタイムでの波情報の提供
を行います。
また、フェイスブックやインスタグ
ラムを活用したイベント等の情
報を発信していきます。

サーフプロモーションPR
動画の配信
ライブカメラによる波情
報の提供
フェイズブック、インスタ
グラムによるイベント等
の情報発信

サーフプロモーションPR
動画の配信
ライブカメラによる波情
報の提供
フェイズブック、インスタ
グラムによるイベント等
の情報発信

サーフィン等
利用客数

260,000 人 165,704 Ｃ

サーフタウンプロモー
ションＰＲ動画の継続し
た配信をはじめ、サー
フィン大会や各イベント
等の情報発信を行いま
した。
また、インスタグラムや
フェイスブックでも情報発
信に取り組み、特にイン
スタグラムはふるさと納
税関係の情報も発信し
ました。

現在のプロモーションの一
部を残しつつ、新たなシティ
プロモーションを構築し、より
効果的な情報発信を行って
いく必要があります。

令和７年度中に、交流人口・関係人口の
拡大とシビックプライドの醸成を目的とし
た新たなシティプロモーションを構築して
いきます。

27
2　国内外のサーフィン大会や合
宿を誘致し、地域経済の活性化
に取り組みます。

観

光

交

流

課

サーフタ
ウン日向
推進事
業

全日本医科歯科学生サーフィン
選手権大会は金ヶ浜海水浴場
で８月４日に開催され、ＷＳＬ国
際大会はお倉ヶ浜海水浴場で９
月１７日から２１日の日程で開催
されます。
開催にあたっては、主催者及び
市内の関係団体との連絡、調整
等を行っていくことが必要です。

本市で開催を予定している各種
サーフィン大会の開催等を支援
します。
また、大会の情報を発信し、市
内外からの観戦による宿泊・飲
食等の経済活性化や国内外へ
のサーフスポットとしての魅力発
信を図ります。

全日本医科歯科学生
サーフィン選手権大会
のＰＲ及び開催支援
サーフスポットの安全対
策、巡回等
国内サーフィン大会のＰ
Ｒ及び開催支援

次年度開催予定の大会
等の確認

サーフィン等
利用客数

260,000 人 165,704 Ｃ

全日本医科歯科学生
サーフィン選手権大会及
びＷＳＬ国際大会は、予
定通り開催され、これら
の大会により、選手関係
者等の本市への宿泊、
飲食等による地域経済
の活性化が図られまし
た。
また、WSL国際大会では
大会公式HPに本市の観
光情報やふるさと納税の
情報も発信するなどし、
本市のファン拡大にも努
めました。
加えて、日向海上保安
署をはじめとした関係機
関と連携して、海難事故
防止の訓練や啓発活動
も行いました。

サーフィン大会を開催してい
くうえでは、主催者をはじ
め、市内の関係団体等との
連携・意見交換を密にしな
がら日程調整等をしていく必
要があります。
また、近年、地震による津波
注意報が本市でも発令され
ていることから、大会主催団
体や観戦者に発災時の避
難場所の周知を繰り返し行
う必要があります。

大会開催日程等を関係機関等と調整を
行い、開催の支援を行っていきます。（地
震・津波時の対応含む）特に、WSL国際
大会については、県や宮崎市との連携を
一層強化していきます。
また、大会の周知について、ホームペー
ジやフェイスブック、インスタグラム等を
活用して積極的に発信していきます。
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3　ビーチを楽しむ環境づくりに
取り組みます。

観

光

交

流

課

サーフタ
ウン日向
推進事
業

１１月にビーチスポーツ体験イ
ベント「ビーチスポーツフェス」を
開催するため、実行委員会や関
係団体等での協議を行っていく
必要があります。
宮崎県ビーチテニス協会が主催
する国際ビーチテニス大会の開
催支援を行っていく必要があり
ます。
市内在住の児童・生徒対象の
サーフィン授業等の開催支援に
ついて、学校や指導団体等との
連携が必要です。
来場者がビーチをより楽しむた
めに、お倉ヶ浜海水浴場敷地内
でのキッチンカー等出店による
食の提供の実証実験を行うため
の取り組みが必要です。

ビーチバレー等のスポーツ体験
イベント「ビーチスポーツフェス」
を１１月にお倉ヶ浜海水浴場で
開催します。
宮崎県ビーチテニス協会が主催
する国際大会の実施を支援しま
す。
市内在住の児童・生徒対象の
サーフィン授業等の開催支援を
行います。
キッチンカー等出店による実証
実験を行います。
日向海上保安署主催の海難事
故防止訓練に参加し、関係機関
との連携強化を図ります。

ビーチスポーツフェス開
催のための実行委員会
の開催
市内児童・生徒対象の
サーフィン教室開催支
援
海難事故防止訓練への
参加及び津波フラッグ
の啓発・運用
キッチンカー等実証実
験の参加者募集及び実
施

ビーチスポーツフェスの
開催（１１月）
ビーチテニスの国際大
会開催の支援
キッチンカー等実証実
験の振り返り及び本格
導入の検討

サーフィン等
利用客数

260,000 人 165,704 Ｃ

１１月にビーチスポーツ
を体験するイベント「ビー
チスポーツフェス」を開催
するとともに、宮崎県
ビーチテニス協会が主
催する国際ビーチテニス
大会の開催を支援しまし
た。
また、関係団体との連携
等により、市内の児童・
生徒対象のサーフィン体
験教室の開催支援やお
倉ヶ浜海水浴場敷地内
でキッチンカー等による
飲食提供の実証実験を
行いました。

事業内容を見直し、令和６
年度をもって、「ビーチス
ポーツフェス」の事業終了
と、国際ビーチテニス大会の
補助金を廃止しました。
キッチンカー等による飲食
提供の実証実験について
は、令和７年度から本格運
用をしていく必要がありま
す。
また、近年、地震による津波
注意報が本市でも発令され
ていることから、各海水浴場
の来場者に対し、発災時の
避難場所の周知を繰り返し
行う必要があります。

　
お倉ヶ浜海水浴場駐車場内でのキッチ
ンカー等による飲食提供の本格実施を
行い、来場者の利用満足及び出店事業
者の売り上げの増加・PRの機会創出に
努めます。
また、市内の児童・生徒対象のサーフィ
ン体験教室の開催支援を行い、子どもた
ちが海に親しむとともに、自然の危険性
（離岸流や地震、津波等）についても理
解を深めていきます。

29
5　お倉ヶ浜海水浴場駐車場の
有料化に取り組みます。

観

光

交

流

課

サーフタ
ウン日向
推進事
業

駐車場有料化を進めていくた
め、庁内での協議や関係団体
等との意見を参考に有料化の
手法や料金設定等を検討してい
く必要があります。
また、お倉ヶ浜海水浴場敷地内
でのキッチンカー等出店による
食の提供の実証実験を行うため
の取り組みが必要です。

駐車場有料化について、有料化
の手法や料金設定、開始時期
等を整理します。
また、キッチンカー等出店による
実証実験を行います。

 駐車場有料化に伴う庁
内及び関係団体等との
協議・意見交換
キッチンカー等実証実
験の参加者募集及び実
施

駐車場有料化について
の手法、料金設定、開
始時期等方向性の整理
及び決定
キッチンカー等実証実
験の振り返り及び本格
導入の検討

関係者団体
等との意見
交換

4 回 14 Ａ

関係団体等に対し、駐車
場の有料化を正式に進
めていく方向性を共有す
るとともに、キッチンカー
等による飲食提供の実
証実験の説明を行いま
した。

駐車場の有料化について
は、実施決定をした際に、市
民や利用者に対し、料金や
開始時期等の周知を十分に
行う必要があります。
また、キッチンカー等による
飲食提供の実証実験につい
ては、令和７年度より本格導
入をしていく必要がありま
す。

今年度中に駐車場の有料化について、
議会へ提案し、運用していくことを目指し
ます。
また、キッチンカー等による飲食提供事
業を委託業者と連携して取り組みます。

２

　

活

力

を

生

み

出

す

に

ぎ

わ

い

づ

く

り

３

　

新

た

な

人

が

集

ま

る

魅

力

づ

く

り

プ

ロ

ジ

ェ
ク

ト

３

　

リ

ラ

ッ
ク

ス

・

サ
ー

フ

タ

ウ

ン

日

向

の

推

進

サーフィン等利用
客数（年間）

【R1】253,592人
　↓
【R6】260,000人



様式１－２　総合計画に基づく重点戦略と重点プロジェクト
【商工観光部】

指標の説明 目標値 単位 実績値 達成状況

事業内容と成果 事業を進める上での課題R6 予算
事業名

R6現状と課題 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 課題を踏まえた今後の方針・方向性
番
号

戦略
重点プ
ロジェ
クト

具体的
な施策

代表的な指標
（KPI）

施策の内容
所
管
課

令和6年度　成果指標

30

４

　

牧

水

の

生

誕

地

・

東

郷

を

生

か

し

た

魅

力

づ

く

り

-

3　新しい生活価値観や野外
キャンプの需要の高まりに合わ
せ、地域の魅力を広く情報発信
します。

観

光

交

流

課

観光客
誘致
推進事
業

「ヒュー!日向　ヒュー！短歌プロ
モーション」事業の展開や、自然
を生かした体験コンテンツの造
成・商品化など、観光資源の磨
き上げによる東郷地域の魅力を
発信する取り組みが必要です。

牧水公園コテージ等の利用拡
大、新たな体験型観光コンテン
ツやイベント等による東郷地域
の魅力発信を行います。

体験型観光コンテンツ、
イベント等の企画、催行
「ヒュー！日向マッチン
グ短歌」事業の実施
SNS等を活用した情報
発信

体験型観光コンテンツ、
イベント等の企画、催行
テントサウナ運用方法
の整備
SNS等を活用した情報
発信

観光消費額
拡大に向け
た滞在型観
光コンテンツ
の開発

20 件 17 Ｂ

つつじ祭りと連携したテ
ントサウナ体験の実施、
MRT番組ロケ誘致など
によるPRに努めました。
また、若山牧水記念文
学館において、ヒュー短
歌受賞者授賞式、また、
牧水公園では、本市特
産品等による受賞者と
市民との交流会を開催し
ました

牧水公園を始めとした豊か
な自然や若山牧水文化な
ど、東郷地域の観光素材を
活用した観光コンテンツの
造成、情報発信に取り組む
必要があります。

牧水公園コテージ等の利用拡大、新たな
体験型観光コンテンツや民間事業者等
によるイベント開催等による東郷地域の
魅力発信を行います。
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５

　

重

要

伝

統

的

建

造

物

群

保

存

地

区
「

美

々

津

」
を

生

か

し

た

魅

力

づ

く

り

-
1　滞在型・体験型観光メニュー
の造成を支援し、広く情報発信
します。

観

光

交

流

課

観光客
誘致
推進事
業

市内の観光資源の磨き上げとし
て、体験型観光コンテンツの造
成及び商品化に向けた取り組
みが必要です。

民間事業者とともに、滞在型観
光コンテンツの事業化に取り組
みます。

体験型観光コンテンツ
の拡大及び事業化に向
けた検討
SNS等を活用した情報
発信

体験コンテンツのモニタ
リング及び事業化に向
けた試験販売
SNS等を活用した情報
発信

観光消費額
拡大に向け
た滞在型観
光コンテンツ
の開発

20 件 17 Ｂ

体験コンテンツ２メニュー
の造成に取り組むととも
に、日向市観光協会と協
力し５メニューの販売を
行いました。
また、360°VR動画を制
作、九州旅行博覧会へ
の出展など体験型観光
コンテンツの魅力発信に
取り組みました。

観光消費拡大につながる新
たな観光コンテンツの造成
及び民間事業者によるコン
テンツメニューの販売拡大
が求められます。

観光コンテンツの販売拡大のため、日向
市観光協会等を主体とした観光メニュー
の商品化やPRに取り組みます。
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６

　

ス

ポ
ー

ツ

タ

ウ

ン

日

向

の

推

進

-

1　プロ野球やＪリーグ、社会
人、大学生などによるスポーツ
キャンプ、大会の誘致及び環境
整備に取り組みます。

観

光

交

流

課

スポーツ
キャンプ
活性化
事業

東北楽天ゴールデンイーグルス
の本市での継続したキャンプ受
け入れのための活動をはじめ、
社会人野球等の受け入れの調
整を行っていますが、関係機関
と連携した取り組みが必要で
す。
また、令和７年度フェニックス
リーグの本市受け入れについて
も、東北楽天ゴールデンイーグ
ルスや関係機関と協議を行い、
取り組んでいく必要があります。
サッカー等のキャンプ受け入れ
については、費用対効果の調査
等が必要です。

東北楽天ゴールデンイーグルス
の継続したキャンプ誘致活動を
軸に、社会人や学生野球のキャ
ンプ誘致に取り組みます。
また、プロサッカー等のキャンプ
受け入れのための整備にかか
る費用等の調査に取り組みま
す。

東北楽天ゴールデン
イーグルスとの春季
キャンプの協議及び誘
致活動（１軍公式試合
応援等含む）
社会人及び学生野球
チーム等の春季キャン
プ受け入れの調整
フェニックスリーグ受け
入れのための関係者等
協議
お倉ヶ浜総合公園多目
的グラウンド整備（冬芝
整備）等にかかる費用
面の調査

フェニックスリーグ等応
援による継続した東北
楽天ゴールデンイーグ
ルスのキャンプ誘致活
動
キャンプ実施団体等と
の調整
キャンプ受入れ時のサ
ポート
フェニックスリーグ受け
入れのための関係者等
協議
お倉ヶ浜総合公園多目
的グラウンド整備（冬芝
整備）等にかかる費用
面の調査

プロ及び社
会人等チー
ムキャンプ誘
致数

3 団体 4 Ａ

韓国プロ野球球団「ロッ
テジャイアンツ」の秋季
キャンプをはじめ、NPB
所属球団選手の自主ト
レーニングの受け入れ、
ニカラグア代表野球チー
ムのWBC予選直前合
宿、東北楽天ゴールデン
イーグルス二軍の春季
二次キャンプ受け入れを
行いました。

東北楽天ゴールデンイーグ
ルスをはじめとした既存チー
ム等の継続したキャンプ誘
致をはじめ、新たなチーム
の誘致なども積極的に行っ
ていく必要があります。
また、本市が令和７年度か
ら「みやざきフェニックス・
リーグ」の楽天イーグルスの
本拠地となる予定であること
から、これまで以上に関係
課と連携して受け入れの態
勢、整備を進めていく必要
があります。

既存チーム等のキャンプ誘致の継続を
行うとともに、「みやざきフェニックス・リー
グ」の試合受け入れ等の準備を進めて
いきます。
また、新たなチームのキャンプ等の受け
入れについても検討します。
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８

　

新

た

な

関

係

人

口

の

創

出

市内宿泊者数（年
間）

【R1】172,000人
　↓
【R6】177,000人

1　旅行者や全国のひょっとこ踊
り愛好者、各種イベント参加者
のほか、ふるさと納税やワー
ケーションなどを通して関わりを
持った方が応援してくれる、再
訪してもらえる関係人口の増加
に取り組みます。

観

光

交

流

課

観光振
興事業

観光需要の回復に向け、日向
三大祭りの支援、クルーズ客船
寄港の推進及び観光大使や著
名人を活用した総合的なプロ
モーションを展開することで、新
たな関係人口の創出と観光消
費の拡大を図る必要がありま
す。

日向 ３大祭りへの支援、クルー
ズ客船寄港時のおもてなし及び
観光大使等の積極的な活用に
より、さらなる関係人口の増加を
図ります。

プロモーションの展開
日向三大祭りへの支援
クルーズ客船寄港誘致

プロモーションの展開
日向三大祭りへの支援
クルーズ客船寄港誘致

市内宿泊者
数
（年間）

177,000 人 150,683 Ｂ

日向坂46関連イベント等
によるメディア露出機会
の拡大、日向三大祭へ
の支援やクルーズ客船
寄港に伴う旅行者への
おもてなしなどにより、消
費機会の拡大や関係人
口の増加を図りました。

観光誘客及びリピーターの
獲得のため、総合的なプロ
モーションをはじめ、イベント
等への市民参画及びおもて
なし向上のためのシビックプ
ライドの醸成が必要です。

総合的なプロモーションの展開、クルー
ズ客船誘致、日向ひょっとこ夏祭りをはじ
めとした地域の伝統的な祭りやイベント
等への支援を行うとともに、積極的な市
民参画を図るなど関係人口の増加を図
ります。
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空

き

家

の

適

切

な

管

理

と

利

活

用

-
2　空き家・空き店舗を移住者向
け住居やワーケーションなどに
活用します。

商

工

港

湾

課

ワーケー
ション推
進事業

ワーケーションは、あくまでも企
業誘致や移住への入口なので、
活用可能な施設についても、
しっかりと検討を重ねる必要が
あります。

市内関連事業者等で組織する
日向市ワーケーション推進会議
主催のイベント型ワーケーション
や観光庁モデル実証事業に選
定されたデジタルノマド誘致施
策を実施することにより、日向市
ワーケーションのさらなるブラン
ディングを図ります。

日向市ワー
ケーションへ
の参加者数

100 人 325 Ａ

デジタルノマド誘致モデ
ル実証事業のひとつに
選定され、国内外からの
ワーケーション参加者数
が前年度から大幅に増
加しました。
また、従来の国内企業
向けワーケーションと、
上記デジタルノマド（海
外）向けワーケーション
を融合した「グローバル
ワーケーション（海外企
業向けワーケーション）」
にも着手し、海外企業と
の連携協定締結に取り
組みました。

ワーケーション事業創設か
ら5年が経過し、事業の急速
な拡大に伴い、地域におけ
る受け入れ環境や人材面で
の不足が生じており、今後
の改善が望まれます。
また、デジタルノマド誘致や
グローバルワーケーション
の創設により、国外（韓国、
台湾）との連携が進む中で、
外国語に対応できる人材の
確保が課題です。

引き続き、日向市ワーケーション推進会
議を中心に、人材育成や発掘を行い、官
民連携で企画・運営等を担える体制づく
りを進めます。
また、国内はもちろん、東アジアで定着し
つつあるワーケーション先進地域として、
連携協定先企業を中心とした受け入れ
を推進していきます。
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【通年】
移住を検討するワーケーション参加者について
は空き家情報を提供し、移住検討に向けた足掛
かりとします。また、空き店舗等を利用してのワー
ケーションオフィス開設の支援について調査・研
究します。



様式１－３　その他に取り組む重点事業 【商工観光部】

番
号

基本目
標名称

施策名
称

具体的
な施策
名称

所
管
課

R6予算
事業名

R6現状と課題 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 取組結果 今後の方向性

1

商
工
港
湾
課

商工会
議所等
運営補
助事業

市内商工業者数が減少する中、
日向商工会議所及び東郷町商
工会の活動を支援し、市内商工
業者の経営安定、起業・事業承
継の推進を図ります。

日向商工会議所及び東郷町商
工会に対して運営補助金等を交
付し、経営指導体制の充実・強
化を支援します。
市民交流プラザの運営に対して
補助金を交付し、日向商工会館
の利活用促進を図ります。
日向商工会議所及び東郷町商
工会が行う小規模事業者経営
改善普及事業に対し、補助金を
交付し、小規模事業者の経営安
定を支援します。

日向商工会議所及び東郷町商
工会に対し、各種補助金を交付
します。
日向商工会議所及び東郷町商
工会と連携し、創業及び事業承
継に関する支援会議を行いま
す。
各種補助事業を通し、日向商工
会議所及び東郷町商工会との
情報交換を密にし、市内商工業
者の現状・課題等の把握に努め
ます。

日向商工会議所及び東郷町商
工会と連携し、創業及び事業承
継に関する支援会議を行いま
す。
各種補助事業を通し、日向商工
会議所及び東郷町商工会との
情報交換を密にし、市内商工業
者の現状・課題等の把握に努め
ます。

日向商工会議所、東郷町商工会に対
する各種補助金を交付し、商工業者へ
の経営指導体制の充実・強化を図りま
した。

維持

2

商
工
港
湾
課

商工業
振興事
業

就業率が低下する中、市内商工
業者の経営安定や勤労意欲の
向上を図るため、関係団体等と
各種事業の調整を行うとともに、
表彰事業等を行います。

商工施策を総合的かつ計画的
に推進するため、中小企業振興
会議を開催します。
優良従業員等の表彰を行いま
す。
ものづくりの優れた技術の普及
啓発を図るため、「技能まつり」
の開催を支援します。

中小企業振興会議を開催しま
す。　　　　　　　　　　　　優良従業
員等の選定を行います。
技能まつりを開催する実行委員
会に対し、補助金を交付します。

中小企業振興会議を開催しま
す。
優良従業員等の表彰を行いま
す。
技能まつりの開催を支援し、も
のづくりの優れた技術の普及啓
発に努めます。

日向市中小企業振興会議を開催し、
市内中小企業等の実態把握や振興施
策に関する意見交換を図りました。
また、商工会議所及び東郷町商工会
と連携し、９名の方を優良従業員として
表彰しました。

維持

3

4
　
商
工
業
の
振
興

②
　
高
度
な
技
術
力
を
生

か
し
た
工
業
の
振
興

商
工
港
湾
課

地場産
業振興
事業

地場産業振興団体の活動を支
援し、展示即売会等の開催を促
します。また、全国唯一のはまぐ
り碁石の産地として、碁石産業
の活性化と囲碁文化の普及を
図ります。

地場産品の販路拡大を図るた
め耳川流域地場産業振興対策
協議会等の活動を支援します。
囲碁の普及及び碁石産業の振
興を目的に「はまぐり碁石まつ
り」等を行う日向はまぐり碁石ま
つり実行委員会の活動を支援し
ます。

はまぐり碁石まつり実行委員会
に対し補助金を交付します。
「はまぐり碁石まつり」の開催を
支援し、囲碁の普及、碁石産業
の活性化を図るとともに、囲碁を
通じた全国の自治体との交流活
動を推進します。

「はまぐり碁石まつり」の開催を
支援し、囲碁の普及、碁石産業
の活性化を図るとともに、囲碁を
通じた全国の自治体との交流活
動を推進します。
耳川流域地場産業振興対策協
議会の事務局として、展示会等
を企画し、日向入郷地域の地場
産業の振興を図ります。

耳川流域地場産業振興対策協議会と
して、宮崎市にて展示即売会を開催し
ました。
はまぐり碁石まつりは、九州各県代表
戦・県内各支部団体戦の２部門で開催
し、「親子で囲碁体験教室」も実施しま
した。

縮小

4

商
工
港
湾
課

日向市
地域雇
用創造
協議会に
要する経
費

就業率が低下する中、雇用の確
保・創出を図るため、国の「地域
雇用活性化推進事業」を受託す
る日向市地域雇用創造協議会
の活動を支援します。

国の地域雇用活性化推進事業
に取り組む日向地域雇用創造
協議会を支援し、人材育成や雇
用の場の創出を図るとともに、
若者や女性の定住促進に努め
ます。

日向地域雇用創造協議会の事
業費の貸し付け等を行います。
関係機関等と連携し、事業者や
求職者を対象とした各種セミ
ナーや就職説明会などのメ
ニューに取り組む日向地域雇用
創造協議会の活動を支援しま
す。

関係機関等と連携し、事業者や
求職者を対象とした各種セミ
ナーや就職説明会などのメ
ニューに取り組む日向地域雇用
創造協議会の活動を支援しま
す。

厚生労働省の地域雇用活性化推進事
業に取り組む日向地域雇用創造協議
会の運営を支援しました。

維持

5

商
工
港
湾
課

就業支
援に要す
る経費

雇用の確保・創出を図るため、
誰もが活躍できる仕事づくりを目
指し、ワークライフ・バランスの
推進等働く環境の整備・充実に
努める必要があります。

関係団体、関係機関等と連携
し、会報や就職情報サイト「ひゅ
うがJOBナビ」を活用し、市内企
業に対し、労働環境改善やワー
ク・ライフ・バランス等の推進に
関する情報提供し、誰もが生き
生きと働くことができる環境づく
りを支援します。

市ホームページや「ひゅうがJOBナビ」
に、ワークライフバランス等に取り組む
企業情報や各種支援制度の内容を掲
載しました。

維持
関係団体、関係機関等と連携し、各会報や就職情報サイト等を活
用した啓発活動に取り組みます。・就職情報サイトにワークライフ
バランス等に取り組む市内企業の情報やPR動画を掲載します。

3
　
産
業
振
興

4
　
商
工
業
の
振
興

①
　
活
力
あ
る
商
業
の
振
興

3
　
産
業
振
興

5
　
雇
用
の
確
保
と
創
出

①
　
就
業
の
場
の
確
保
と
雇
用
の
創
出



様式１－４　行財政改革大綱に基づく行動計画 【商工観光部】

番
号

基本方針 取組項目 実施項目 所管課 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 取組実績

1 市政の情報発信の
充実

全
課

市ホームページや広報ひゅうが、ＬＩＮＥ
等を有効に活用し、地域活性化に繋が
る、商工観光各般の情報発信を行いま
す。

広報計画の策定、広報推進員の選定を
行うとともに、報道機関へ積極的な情報
提供を行います。

報道機関への効果的な情報発信を行う
とともに、広報推進員の研修参加を推進
します。

広報推進員を中心に、市ホームページや市報、
新聞等に商工観光部門に関する記事を掲載し、
各種事業の周知啓発を図りました。

2 市民ニーズの的確な
把握

全
課

各部局において、外部団体等を通じた情
報収集を行い、市民ニーズに対応した的
確な情報発信を行います。

各種総会・会議等を通じて、市民ニーズ
の把握に努めます。

外部団体との連携や各種アンケート等を
通じた市民ニーズの把握に努めます。

関係団体との連携会議や各種アンケート調査等
を通じて市民ニーズを把握し、各種事業に反映し
ました。

3
職員の育成

災害に対する職員対
応能力の強化

全
課

地域防災計画等に基づき、各種訓練へ
の参加を通じ、対応能力の向上に努めま
す。

情報伝達訓練等に参加し、防災対応能
力の向上に活かします。

台風災害等による公共施設や誘致企業
施設の被害調査等を適切に行います。

情報伝達訓練や避難所職員を対象とした研修会
等に参加し、防災対応能力を高めました。
台風時に公共施設や誘致企業施設等の被害調
査を速やかに行いました。

4
窓口サービスの充実

全
課

接遇マニュアル等を遵守するとともに、
市民の目線に立った対応をすることで、
窓口利用者の利便性の向上に取り組み
ます。

専門用語等を多用することなく、市民目
線に立ったわかりやすい説明を行いま
す。

引き続き、接遇マニュアルに則った対応
を心がけます。

接遇マニュアルに則り、窓口利用者に対するわ
かりやすい説明や親切・丁寧な対応を心がけ、利
用者の利便性の向上に努めました。

5 電子行政サービスの
充実

全
課

市ホームページ等を活用し、電子行政
サービスの充実を図ります。

市のホームページを活用し、各種計画の
掲載や申請様式のダウンロード化による
サービスの充実化を図ります。

年度中の進行管理を含め、ホームペー
ジの適切な運用を行います。

市ホームページを活用し、速やかに各種事業の
情報を掲載し、申請様式のダウンロード化による
サービスの充実を図りました。

6 情報公開と個
人情報の保護

情報公開制度と個人
情報保護制度の適
正な運用

全
課

個人情報保護法施行条例等に基づき、
個人情報の適切な対応に努めます。

情報公開制度や個人情報保護に係る研
修参加を通じ、制度の適正な運用に努め
ます。

情報公開制度や個人情報保護に係る研
修参加を通じ、制度の適正な運用に努め
ます。

個人情報保護に係る研修等に参加し、各種事業
の制度の適正な運用を図りました。

市
民
に
信
頼
さ
れ
る
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

広報・広聴活動
の充実

市民に開かれ
た市役所づくり



様式１－４　行財政改革大綱に基づく行動計画 【商工観光部】

番
号

基本方針 取組項目 実施項目 所管課 R6取組内容 R6上半期 R6下半期 取組実績

7 計画的な行政
経営の推進

事務事業の見直し
全
課

事務事業評価に基づき、事業効果や費
用対効果を総合的に判断し、統廃合を含
めた事務事業の見直しを行います。

部局経営方針の策定や事務事業評価等
の実施による事業の見直しを行います。

事務事業の見直しを新年度予算要求に
反映することで、事業の適正化を図りま
す。

部局経営方針の策定・評価等を通し各事業の見
直しを行い、新年度予算に反映しました。

8 内部統制体制の整
備

全
課

日頃の定例会等を通じ、部内の課題共
有をはじめとした情報共有を図ります。

部内会議等を通じた情報伝達、リスク管
理等の共有を図ります。

業務における課題等を業務マニュアルに
反映し、効率化を図ります。

部内、課内、係内の連絡会議を随時行い、情報
共有・課題解決を図りました。

9
民間活力の活用

全
課

外部団体と連携し、民間活力との協働に
よる取り組みを推進します。

協働先との年度計画の策定を行い、効
率的な事業運営を行います。

引き続き、協働先との連携を図るととも
に、次年度に向けた見直し等を行いま
す。

関係団体等との連絡会議を密にし、民間活力を
一体となって各種事業に取り組みました。

10
ＩＣＴの利活用

全
課

ＩＣＴ利活用による業務効率化の可能性
について、調査研究を行います。

研修等を通じ、所管業務のＩＣＴ化の可能
性を検証します。

研修等を通じ、所管業務のＩＣＴ化の可能
性を検証します。

ＩＣＴ利活用に関する情報を収集し、事務処理の
効率化に生かすよう心がけました。

11
職員の働き方改革

全
課

効率的な業務管理により、職員のワーク
ライフバランスの向上に努めます。

人事評価期首面談等を通じ、職員の希
望する多様な働き方のニーズ把握に努
めます。

業務分担の見直しや職員の休暇取得推
進により、ワークライフバランスの向上に
努めます。

業務分担の見直しや職員の休暇取得等を推進
し、ワークライフバランスの向上に努めました。

12 第三セクターの経営
健全化

観
光
交

流
課

日向サンパークオートキャンプ場コテー
ジ2棟、ゴミ置き場屋根、管理棟パーゴラ
等の改修工事を行います。

オートキャンプ場コインシャワー更新、ト
イレのウォシュレット化

オートキャンプ場コテージ2棟、ゴミ置き
場屋根、管理棟パーゴラ等の改修工事

全て計画通りに完了しました。

13 第三セクターの経営
健全化

観
光
交

流
課

牧水庵空調設備更新、外壁改修工事等
を行います。

空調設備更新、外壁改修工事 河川プール更衣室改修工事 全て計画通りに完了しました。

14
補助金等の見直し

全
課

事務事業評価に基づく補助金の効果検
証を行い、見直しを検討します。

客観的視点による事務事業評価を行
い、補助金の見直しを検討します。

事務事業評価を結果を受け、見直しが必
要な補助金については、次年度予算へと
反映します。

事務事業評価等に基づき委託業務や補助金の
効果検証を行い、次年度予算に反映しました。

15 自主財源の確
保

使用料、手数料の見
直し

全
課

周辺市町村の事例等も参考にしながら、
公平な使用料、手数料の見直しを検討し
ます。

公平な使用料、手数料の徴収に向け、
周辺市町村等の情報収集を行います。

周辺市町村の事例等も参考にしながら、
公平な使用料、手数料の見直しを検討し
ます。

県内市町村の状況を参考にしながら、使用料、
手数料徴収の適正化に努めました。

未
来
に
つ
な
げ
る
財
政
運
営

適正な財政運
営

効
果
的
・
効
率
的
な
行
政
経
営
の
推
進

行政運営の効
率化の推進


